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（decree of specific performance）が楽しめるが，特定履行命令を執行するため
にはその対象となる契約義務が十分に具体的かつ明確でなければならない（カ
州民法第3390条第 5号参照）。このような特定履行命令の法的性格と我が国の
民事訴訟法および民事執行法に規定された外国判決の承認と執行に関する立法
趣旨を一緒に見てみると，外国の裁判所の確定裁判等に表示された特定履行命
令の形式および記載方式が韓国の判決の主文の形式や記載方式と異なるとし
て，執行国である韓国裁判所としては民事執行法によって外国の裁判所の確定
裁判等による執行と同じか似たような程度の法的救済を提供することが原則と
することだろう。
　しかし，特定履行命令の対象となる契約上義務が十分特定されなくて判決国
である米国でも，直ちに強制的に実現することが難しいなら，韓国裁判所でも
その強制執行を許可してはならない。”と判示した。 それでこの判決の特定履
行命令の部分は‘原告は被告らに対してこの事件の合意覚書と独占的ライセン
ス契約の特定履行命令を受ける権利がある’と表示しているだけ。ところで委
員会の合意覚書等で当事者間に譲渡することで合意した内容は’，外国及び国
内の特許出願，特許権等’を総網羅することとして非常に包括的かつ広範囲
だ。このように特定履行の対象が十分に具体的かつ明確ではないなら，特定履
行命令の判決国である米国でも，直ちに強制的実現が可能とするものとみない
ので，韓国裁判所でもその強制執行を許可できない。”と判示した。
　その他に韓国最高裁2017.5.30.宣告2012ダ23832判決では，この事件の対象の
判決のうち，弁護士報酬及び費用に関する部分は，特定履行を求める部分とは
別の訴訟物として特定履行命令を求める裁判に従属したものと見難いので，特
国際知的財産・国際取引法研究（1）　　207
定履行命令の部分とは別に民事執行法第27条第 2項が定める要件を具備したか
どうかをしらべてみなければならないとし，原審の判決のうち，弁護士報酬及
び費用に関する部分を破棄した。
　韓国の最高裁2017.5.30.宣告2012ダ23832判決は，米国カ州の連邦裁判所が下
した特定履行命令の承認及び執行と関連して相互保証の要件が満たされるとみ
ながら特定履行の対象が十分に具体的かつ明確なら，執行適格性も持つと判示
した。
　従って，韓国最高裁2017.5.30.宣告2012ダ23832判決はソウル高等裁判所
2017.2.16.宣告2015ナ2065729の判決と一緒に個人情報の第三者提供内容を公開
するよう求める韓国の判決が，米カ州連邦地方裁判所で承認すことができる基
礎を提供するという側面もある。もし，米国カ州連邦地方裁判所が個人情報の
第三者提供内容を公開するよう求める韓国裁判所の判決を承認しなければ，韓
国最高裁2017.5.30.宣告2012ダ23832判決の判示事項論拠は脆弱になるだろう。 
そして非金銭の判決のうち，域外適用が問題になる禁止判決の場合には問題も
提起される可能性があるのでこれは別途議論する必要があるだろう。
